保推第１６０号　
平成22年４月22日　
各指定(介護予防)認知症対応型通所介護事業者　様
各指定(介護予防)小規模多機能型居宅介護事業者　様
各指定(介護予防)認知症対応型共同生活介護事業者　様
福岡市保健福祉局高齢者・障がい者部高齢者施策推進課長　
(在宅サービス指導係)　
資格要件を満たしていない管理者又は計画作成担当者の配置について(通知)
標記の件について，資格要件を満たしていない者を事業所の管理者又は計画作成担当者にやむを得ず配置せざるを得ない場合，事前の相談を前提として，例外的にその配置を認めてきました。

平成18年の制度改正以降，一定期間を経過し，資格を有する者が一定数以上確保できたこと等から，今後は，別紙のとおり，例外的に資格要件を満たしていない管理者又は計画作成担当者の配置が認められた場合であっても，運営基準等に基づき，事業の休止の指導，指定の一部停止，介護給付費の減算等の対象として取り扱いますので，その旨通知します。

　なお，変更届出書の提出に当たり，提出書類等に不備がある場合は受付できませんので，変更後10日以内の提出期限を厳守するためにも，不備等がないように記載事項やチェック表を確認の上，提出してください。
	【連絡先】

福岡市保健福祉局高齢者・障がい者部

高齢者施策推進課　在宅サービス指導係

担　当：黒木，吉川

電　話：(092)711-4257　　ＦＡＸ：(092)726-3328

E-mail：kaigo-shido@city.fukuoka.lg.jp


(別紙)
平成22年４月22日福岡市保健福祉局高齢者施策推進課長通知
資格要件を満たしていない事業所の管理者
又は計画作成担当者の配置について
１　従来の取扱い
従来，やむを得ない事情により，資格要件を満たしていない者（以下「無資格者」という。）を事業所の管理者又は計画作成担当者に配置せざるを得ない場合，事前にその旨の相談を受け，かつ，資格要件を満たすために必要な直近の研修等を受講する旨の誓約を行ったときに限り，例外的にその配置を認めてきたところである。
２　取扱いの変更の趣旨
以下の事情を考慮して，取扱いを変更する。

・平成18年の制度改正以降，一定期間を経過し，資格を有する者が一定数以上確保できたこと。

・事業者は職員に対して研修を受講させること等により，従業者の資質の向上や必要な人材を育成しておくべきこと。

・やむを得ない事情を考慮し，例外的に無資格者による配置が認められているにもかかわらず，その誓約を履行することなく，重ねて別の無資格者を配置変更したい旨の相談や，事前の相談もなく無資格者の配置についての変更届と誓約書の提出のみを行ってくる事業者が相次いでいること。

・無資格者の配置は，事業所の指定取消事由に該当する上，例年，集団指導で周知しているにもかかわらず，上記の事態が相次いでいることは，事業者としての事業運営や人事管理に問題があること。
３　今後の取扱い

(１)　事業所の管理者又は計画作成担当者については，必要な研修を修了していない等，資格要件を満たしていない者を配置することは認められない。
(２)　ただし，以下の場合については，事前相談を前提とした上で認める場合もある。
なお，人事異動による配置転換等，事業者の都合によって無資格者を配置する場合は一切認めない。

　①　資格要件を満たすもの（有資格者）の配置について，事業者が相当の努力を行ったにもかかわらず，やむを得ず無資格者を配置せざるを得ない場合

例えば，事業所の管理者又は計画作成担当者が，個人的な事情による急な退職等を申し出たため，事業者において早急に求人等を行ったにも関わらず，有資格者の雇用が間に合わなかった場合等が考えられる。
　　　この場合，事業者は，前任者の退職等の申し出があった時点において，有資格者の配置が確実でない場合は，速やかに本市に相談を行うこと。
　②　その他，福岡市がやむを得ないと判断した場合
(３)　事前相談において，例外的に本市から無資格者の配置を認められた場合は，変更届出書を提出する際に，「必要な研修等を受けさせる旨の事業者の誓約書」（様式１）と「必要な研修等を受ける旨の管理者，計画作成担当者自身の誓約書」（様式２）の双方を提出すること。

(４)　上記(３)の場合であっても，以下のとおり取り扱うこと。
　　①　管理者の場合　

運営基準に違反するものとして，事業の休止等の指導，期間を定めて指定の一部効力停止等を行う場合がある。

②　計画作成担当者の場合
運営基準減算として，人員基準欠如開始月の翌々月から解消月まで，介護給付費の100分の70の減算を行う。
なお，小規模多機能型居宅介護事業所の計画作成担当者については，計画作成担当者研修の実施頻度を考慮して，当分の間，福岡市がやむを得ないと判断した場合に限り，減算を行わなくてもよいものとする。
なお，減算を行う場合は，「職員の欠員による減算の状況」を記入した「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書・変更届出書」を提出すること。

(５)　提出した誓約書に記載されている研修を受講しなかった場合や，研修が修了できなかった場合は，必要な要件を満たした者を配置するまでの間，事業の休止等の指導，期間を定めて指定の一部効力停止，介護給付費の返還の指導等を行う場合がある。
　(６)　研修の修了等により，無資格者が資格要件を満たした場合は，速やかに研修の修了証の写しを提出すること。なお，職員の欠員による減算を行っていた場合は，あわせて「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書・変更届出書」を提出すること。
４　根拠法令等

(１)　介護保険法(平成９年法律第123号)第78条の10及び第115条の19

(２)　指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準(平成18年３月14日厚生労働省令第32号)第43条，第47条，第63条第７項，第８項，第64条，第90条第６項から第10項及び第91条
(３)　指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法関する基準(平成18年３月14日厚生労働省令第36号)第６条，第10条，第44条第７項，第８項，第45条，第70条第６項から第10項及び第71条第２項
(４)　指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防に関する基準について
(平成18年３月31日老計発第331004号・老振発第331004号・老老発第331017号)第３の二の２の(１)の④，第３の二の２の(２)の④，第３の三の２の(１)の②，第３の三の２の(２)，第３の四の２の(１)の②，第３の四の２の(２)及び第４
(５)　｢指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について｣に規定する研修について(平成18年３月31日老計発第331006号・老振発第331006号・老老発第331019号)１及び２
(６)　指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成18年３月14日厚生労働省告示第126号)別表３の注１及び別表４の注１
(７)　指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成18年３月14日厚生労働省告示第128号)別表第２の注１及び別表第３の注１

　(８)　指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について(平成18年３月31日老計発第331005号・老振発第331005号・老老発第331018号)第二(８)④，⑤
　(９)　厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法(平成12年２月10日厚生省告示第27号)七のロ，八のロ，二十のロ及び二十一のロ
（様式１）
誓 約 書

平成　　年　　月　　日

福岡市長 様

事業者（法人）名称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
法令遵守責任者氏名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
事業所名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成○○年○○月○○日から就任予定の○○○○○（就任予定者氏名）は，現在，配置に必要な以下の研修を修了しておりません。次回の研修に申込み，受講が認められれば，当該研修を修了させることを誓います。

　なお，研修修了時には速やかに研修修了証の写しを送付します。

１　配置する役職名
　　○○○○○○
２　満たしていない資格要件
　　○○○○○○
　　
３　受講予定の直近の研修名
　　○○年度第○○回○○○○○研修（○○年○○月予定）
４　有資格者を配置できなかった理由

　　○○○○○○○○○○○○
（様式２）

誓 約 書

平成　　年　　月　　日

福岡市長 様

氏名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　私は，平成○○年○○月○○日から○○○○○○○（事業所名称）の○○○○（就任予定役職名）に就任を予定していますが，現在，必要な以下の研修を修了しておりません。次回の研修に申込み，受講が認められれば，当該研修を修了することを誓います。

１　満たしていない資格要件

　　○○○○○○

　　
２　受講予定の直近の研修名

　　○○年度第○○回○○○○○研修（○○年○○月予定）
